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監査等委員会設置会社への移行、役員の異動及び定款一部変更に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催いたしました取締役会において、2023 年７月 26 日に開催予定の第 58 回定時株主

総会で承認可決されることを条件として、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行すること

を決議いたしました。これに伴い、監査等委員会設置会社移行後の役員の異動及び定款の一部変更につ

いて、同株主総会へ付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．監査等委員会設置会社への移行について 

（１） 移行の目的 

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値のさらなる向上を目的として、取締役会の 

監督機能強化とコーポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図るとともに、重要な業務執

行の決定を業務執行取締役に委任できる体制とすることで、より迅速な意思決定と機動的

な業務執行が行えるよう、監査等委員会設置会社に移行することといたしました。 

 

（２） 移行の時期 

2023年７月 26日開催予定の第 58回定時株主総会において、移行に必要な定款変更等につ

いてご承認をいただき、監査等委員会設置会社に移行する予定です。 

 

 

２．役員の異動について 

 今般の監査等委員会設置会社への移行に伴う役員人事につきまして、下記のとおり内定いたしま

した。なお、本件につきましては、第 58回定時株主総会において正式に決定される予定です。 

 

（１） 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者 

代表取締役会長        本庄 八郎  （現 代表取締役会長） 

代表取締役社長    執行役員  本庄 大介  （現 代表取締役社長 執行役員） 

代表取締役副社長  執行役員  本庄 周介  （現 代表取締役副社長 執行役員） 

取締役副会長     執行役員  渡辺  實  （現 取締役副会長 執行役員） 

 



取締役      専務執行役員  中野 悦久  （現 取締役 専務執行役員） 

取締役      専務執行役員  神谷  茂  （現 取締役 専務執行役員） 

取締役      執行役員    Yosuke Jay Oceanbright Honjo（現 取締役） 

取締役      専務執行役員  平田  篤  （現 取締役 専務執行役員） 

社外取締役          髙野 秀夫  （現 社外取締役） 

社外取締役          阿部 啓子  （現 社外取締役） 

 

（２） 監査等委員である取締役の候補者 

取締役      近藤  清  （現 顧問）※ 

社外取締役    臼井 祐一  （現 社外取締役） 

社外取締役    田中  豊  （現 社外取締役） 

社外取締役    横倉  仁  （現 社外監査役） 

 

※【新任取締役候補者略歴】 

近藤 清（こんどう きよし） 1962年 2月 10日生 

1989年 8月 当社入社 

1999年 5月 当社南東京地区営業部長 

2002年 5月 当社第 3販売促進部長 

2009年 5月 当社自販機部長 

2012年 5月 当社内部監査室長 

2014年 5月 当社地域営業管理本部長 

2019年 5月 当社営業統括管理本部長 

2020年 5月 当社執行役員 

2022年 5月 当社顧問（現任） 

 

 

（３） 退任予定の取締役及び監査役 

中込 修二  （現 監査役） 

田口 守一  （現 社外取締役） 

高澤 嘉昭  （現 社外監査役） 

宮嶋 孝   （現 社外監査役） 

2023年７月 26日開催予定の第 58回定時株主総会終結の時をもって、退任を予定して 

おります。 

 

 

３．執行役員人事について 

(１)新任執行役員の就任（2023年６月１日付） 

取締役 執行役員 米国事業担当 Yosuke Jay Oceanbright Honjo（現 取締役） 

 

 

 



４．定款の一部変更について 

（１） 変更の理由 

① 上記１．に記載のとおり、監査等委員会設置会社への移行に伴い、監査等委員会設置会社

への移行に必要な、監査等委員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監

査役会に関する規定の削除、取締役の員数の変更等を行うものです。 

② 迅速な意思決定と機動的な業務執行が行えるよう、重要な業務執行の決定を取締役に委任

することができる旨の規定を新設するものです（変更案第 33条）。 

③ 機動的な資本政策及び配当政策を図るため、会社法第 459条第 1項の規定に基づき、剰余

金の配当等を取締役会決議により行うことが可能となるよう規定を新設し（変更案第 48

条）、併せて同条の一部と内容が重複する現行定款第 6条（自己の株式の取得）を削除する

ものです。 

④ その他、条数の変更、条文の加除、文言の整理、字句の修正等、所要の変更を行うもので

す。 

 

 

（２） 変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりです。 

 

（３） 日程 

定款一部変更のための株主総会開催日  2023年７月 26日（予定） 

定款一部変更の効力発生日       2023年７月 26日（予定） 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

  （下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章  総 則 

 

第１条   （条文省略） 

 

第２条（目 的） 

当会社は、次の業務を営むことを目的

とする。 

（1）～（22） （条文省略） 

 

第３条～第４条 （条文省略） 

 

第２章  株 式 

 

第５条   （条文省略） 

 

第６条（自己の株式の取得） 

当会社は、会社法第１６５条第２項の

規定により、取締役会の決議により市場

取引等により自己の株式を取得すること

ができる。 

 

第７条～第 10条 （条文省略） 

 

第 11条（単元未満株主の権利） 

（条文省略） 

（1）～（3） （条文省略） 

（4）第９条に定める請求をする権利 

 

第 12条   （条文省略） 

 

第３章  優先株式 

 

第 13条～第 15条 （条文省略） 

 

第 16条（種類株主総会の決議） 

（条文省略） 

2. 第１２条第１項の規定は、定時株主総

会において決議する事項が、当該決議の

第１章  総 則 

 

第１条   （現行どおり） 

 

第２条（目 的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

（1）～（22） （現行どおり） 

 

第３条～第４条 （現行どおり） 

 

第２章  株 式 

 

第５条   （現行どおり） 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

第 6条～第 9条 （現行どおり） 

 

第 10条（単元未満株主の権利） 

（現行どおり） 

（1）～（3） （現行どおり） 

（4）第８条に定める請求をする権利 

 

第 11条   （現行どおり） 

 

第３章  優先株式 

 

第 12条～第 14条 （現行どおり） 

 

第 15条（種類株主総会の決議） 

（現行どおり） 

2. 第１１条第１項の規定は、定時株主総

会において決議する事項が、当該決議の
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ほか、種類株主総会の決議を必要とする

場合における当該種類株主総会に準用す

る。 

3. 第２０条、第２１条及び第２３条の規

定は、種類株主総会にこれを準用する。 

4. 第２２条第２項の規定は、会社法第３

２４条第２項の規定による種類株主総会

の決議にこれを準用する。 

 

第 17条～第 18条 （条文省略） 

 

第４章  株主総会 

 

第 19条（招 集） 

当会社の定時株主総会は、毎事業年度

末日から３ヵ月以内に招集し、臨時株主

総会は、必要がある場合に随時、それぞれ

法令に別段の定める場合を除き会長又は

社長がこれを招集する。 

 

第 20条  （条文省略） 

 

第 21条（議 長）  

株主総会の議長は、会長又は社長がこ

れにあたる。 

2. 会長及び社長に事故あるときは、取締

役会であらかじめ定めた順序により、他

の取締役がこれにあたる。 

 

 

第 22条（決議方法）   

株主総会の決議は、法令又は本定款に

別段の定めがある場合を除き、出席した

議決権を行使できる株主の議決権の過半

数をもって行う。 

2. 会社法第３０９条第２項に定める決議

は、本定款に別段の定めがある場合を

除き、議決権を行使できる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもっ

ほか、種類株主総会の決議を必要とする

場合における当該種類株主総会に準用す

る。 

3. 第１９条、第２０条及び第２２条の規

定は、種類株主総会にこれを準用する。 

4. 第２１条第２項の規定は、会社法第３

２４条第２項の規定による種類株主総会

の決議にこれを準用する。 

 

第 16条～第 17条 （現行どおり） 

 

第４章  株主総会 

 

第 18条（招 集） 

当会社の定時株主総会は、毎事業年度

終了後３か月以内にこれを招集し、臨時

株主総会は、必要があるときに随時これ

を招集する。 

 

 

第 19条  （現行どおり） 

 

第 20条（招集権者及び議長）  

株主総会は、取締役会長又は取締役社

長がこれを招集し、議長となる。 

2. 取締役会長及び取締役社長に事故があ

るときは、取締役会においてあらかじめ

定めた順序により、他の取締役が株主総

会を招集し、議長となる。 

 

第 21条（決議の方法）   

株主総会の決議は、法令又は本定款に

別段の定めがある場合を除き、出席した

議決権を行使することができる株主の議

決権の過半数をもって行う。 

2. 会社法第３０９条第２項に定める決議

は、本定款に別段の定めがある場合を

除き、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２
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て行う。 

 

第 23条（議決権の代理行使） 

株主は、当会社の議決権を有する他の

株主１名を代理人として、その議決権を

行使できる。 

2. 株主又は代理人は、株主総会毎に代理

権を証明する書面を当会社に提出しなけ

ればならない。 

 

 

第 24条  （条文省略） 

 

第５章  取締役及び取締役会 

 

第 25条  （条文省略） 

 

第 26条（員 数） 

当会社の取締役は２０名以内とす

る。 

（新 設） 

 

 

第 27条（選任方法） 

当会社の取締役は、株主総会の決議に

よって選任する。 

 

2. 前項の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、出席した

当該株主の議決権の過半数をもって行

う。 

3. 取締役選任の決議は累積投票によら

ない。 

 

第 28条（任 期） 

取締役の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までと

する。 

以上をもって行う。 

 

第 22条（議決権の代理行使） 

株主は、当会社の議決権を有する他の

株主１名を代理人として、その議決権を

行使することができる。 

2. 株主又は代理人は、株主総会ごとに代

理権を証明する書面を当会社に提出しな

ければならない。 

 

 

第 23条  （現行どおり） 

 

第５章  取締役及び取締役会 

 

第 24条  （現行どおり） 

 

第 25条（員 数） 

当会社の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）は、１１名以内とする。 

2. 当会社の監査等委員である取締役は、

４名以内とする。 

 

第 26条（選任方法） 

取締役は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区別して、株主

総会の決議によって選任する。 

2. 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもって行う。 

 

3. 取締役の選任決議は、累積投票によら

ない。 

 

第 27条（任 期） 

取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす
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（新 設） 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

第 29条（代表取締役） 

当会社は、取締役会の決議により、代

表取締役若干名を定める。 

 

 

 

第 30条（役付取締役） 

当会社は、取締役会の決議により会

長、社長、各１名、副会長、副社長、専

務取締役及び常務取締役若干名を置く

ことができる。 

 

 

 

第 31条（報酬等） 

取締役の報酬等は、株主総会の決議

によって定める。 

 

 

 

 

 

第 32条（招集及び議長） 

取締役会の招集は、会長又は社長が

おこない各取締役及び各監査役に対

し、会日の３日前までにその通知を発

する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。 

2. 取締役会の議長は、会長又は社長がこ

る。 

2. 監査等委員である取締役の任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。 

3. 任期の満了前に退任した監査等委員

である取締役の補欠として選任された

監査等委員である取締役の任期は、退

任した監査等委員である取締役の任期

の満了する時までとする。 

 

第 28条（代表取締役） 

取締役会は、その決議によって取締

役（監査等委員である取締役を除く。）

の中から代表取締役若干名を選定す

る。 

 

第 29条（役付取締役） 

取締役会は、その決議によって取締

役（監査等委員である取締役を除く。）

の中から取締役会長、取締役社長各１

名、取締役副会長、取締役副社長、専務

取締役及び常務取締役各若干名を定め

ることができる。 

 

第 30条（報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という。）は、監査

等委員である取締役とそれ以外の取締役

とを区別して、株主総会の決議によって

定める。 

 

第 31条（取締役会の招集権者及び議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役会長又は取締役

社長がこれを招集し、議長となる。 

 

 

2. 取締役会長及び取締役社長に事故が
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れにあたる。ただし、会長及び社長に事

故あるときは、取締役会においてあら

かじめ定めた順序により、他の取締役

がその任にあたる。 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 33条（取締役会） 

取締役会は、法令に定めるもののほ

か、重要な業務執行を決定する。 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

第 34条（取締役会の決議方法等） 

取締役会の決議は、議決に加わること

ができる取締役の過半数が出席し、出席

した取締役の過半数をもって行う。 

2. 会社法第３７０条の規定により、取締

役の全員が取締役会決議事項につい

て、書面又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたときは、当該決議事項

を可決する旨の取締役会の決議があっ

たものとみなす。ただし、監査役が異議

を述べたときはこの限りでない。 

 

（新 設） 

 

あるときは、取締役会においてあらか

じめ定めた順序により、他の取締役が

取締役会を招集し、議長となる。 

 

 

第 32条（取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日

前までに各取締役に対して発する。た

だし、緊急の必要があるときは、この期

間を短縮することができる。 

2. 取締役の全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ないで取締役会を開催

することができる。 

 

（削 除） 

 

 

 

第 33条（重要な業務執行の決定の委任） 

当会社は、会社法第３９９条の１３

第６項の規定により、取締役会の決議

によって、重要な業務執行（同条第５項

各号に掲げる事項を除く。）の決定の全

部又は一部を取締役に委任することが

できる。 

 

第 34条（取締役会の決議方法） 

取締役会の決議は、議決に加わること

ができる取締役の過半数が出席し、その

過半数をもって行う。 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

第 35条（取締役会の決議の省略） 

  当会社は、会社法第３７０条の要件
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第 35条～第 36条 （条文省略） 

 

第６章  監査役及び監査役会 

 

第 37条（監査役及び監査役会の設置） 

当会社は、監査役及び監査役会を置

く。 

 

第 38条（員 数） 

当会社の監査役は５名以内とする。 

 

第 39条（選 任） 

当会社の監査役の選任は、株主総会

において、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、出席した当該株主

の議決権の過半数をもって行う。 

 

第 40条（任 期） 

監査役の任期は、選任後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までと

する。ただし、補欠として選任された監

査役の任期は、退任した監査役の任期

の満了するべき時までとする。 

 

第 41条（常勤監査役の選任） 

監査役会は、監査役の中から常勤の

監査役を選定する。 

 

第 42条（報酬等） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議

によって定める。 

 

第 43条（招集及び議長） 

監査役会の招集は、各監査役に対し

会日の３日前迄にその通知を発する。

を充たしたときは、取締役会の決議が

あったものとみなす。 

 

第 36条～第 37条 （現行どおり） 

 

（削 除） 

 

（削 除） 

 

 

 

（削 除） 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

（削 除） 

 

 



現 行 定 款 変 更 案 

ただし、緊急の必要があるときは、この

期間を短縮することができるものとす

る。 

2. 監査役会の議長は、招集者がこれにあ

たる。 

 

第 44条（監査役会規程） 

監査役会に関する事項は、法令又は

本定款に定めるもののほか、監査役会

において定める監査役会規程による。 

 

第 45条（監査役の責任軽減等） 

当会社は、取締役会の決議によって、

監査役（監査役であった者を含む。）の

会社法第４２３条第１項の賠償責任に

ついて法令に定める要件に該当する場

合には賠償責任額から法令に定める最

低責任限度額を控除して得た額を限度

として免除することができる。 

2. 当会社は、監査役との間で、会社法第

４２３条第１項の賠償責任について法

令に定める要件に該当する場合には賠

償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令の定める最低

責任限度額とする。 

 

（新 設） 

 

（新 設） 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章  監査等委員会 

 

第 38条（監査等委員会の設置） 

当会社は、監査等委員会を置く。 

 

第 39条（常勤の監査等委員） 

監査等委員会は、その決議によって

常勤の監査等委員を選定することがで

きる。 

 

第 40条（監査等委員会の招集通知） 

監査等委員会の招集通知は、会日の

３日前までに各監査等委員に対して発



現 行 定 款 変 更 案 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

第７章  会計監査人 

 

第 46条～第 48条 （条文省略） 

 

第 49条（報酬等） 

会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査役会の同意を得て定める。 

 

第８章  計 算 

 

第 50条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年５月１日

から翌年４月３０日迄とする。 

 

第 51条（剰余金の配当） 

当会社は、株主総会の決議によって、

毎事業年度末日の最終の株主名簿に記

録された株主又は登録株式質権者に剰

余金の配当（以下「期末配当金」とい

う。）を行う。 

 

（新 設） 

する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。 

2. 監査等委員の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで監査等委

員会を開催することができる。 

 

第 41条（監査等委員会の決議方法） 

監査等委員会の決議は、議決に加わ

ることができる監査等委員の過半数が

出席し、その過半数をもって行う。 

 

第 42条（監査等委員会規程） 

監査等委員会に関する事項は、法令

又は本定款に定めるもののほか、監査

等委員会において定める監査等委員会

規程による。 

 

 

第７章  会計監査人 

 

第 43条～第 45条 （現行どおり） 

 

第 46条（報酬等） 

会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査等委員会の同意を得て定める。 

 

第８章  計 算 

 

第 47条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年５月１日

から翌年４月３０日までとする。 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

第 48条（剰余金の配当等の決定機関） 



現 行 定 款 変 更 案 

 

 

 

 

 

 

第 52条（中間配当） 

当会社は、取締役会の決議によって、

毎年１０月３１日の最終の株主名簿に

記録された株主又は登録株式質権者

に、会社法第４５４条第５項に定める

剰余金の配当（以下「中間配当金」とい

う。）を行うことができる。 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

第 53条（期末配当金等の除斥期間） 

期末配当金又は中間配当金が、支払

い開始の日から満３年を経過しても、

なお受領がないときは、当会社はその

支払義務を免れる。 

2.     （条文省略） 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

当会社は、剰余金の配当等会社法第

４５９条第１項各号に定める事項につ

いては、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議によって定め

ることができる。 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

第 49条（剰余金の配当の基準日） 

当会社の期末配当の基準日は、毎年

４月３０日とする。 

2. 当会社の中間配当の基準日は、毎年１

０月３１日とする。 

3. 前２項のほか、基準日を定めて剰余金

の配当をすることができる。 

 

第 50条（配当金の除斥期間） 

配当財産が金銭である場合は、その

支払開始の日から満３年を経過しても

なお受領されないときは、当会社はそ

の支払義務を免れる。 

2.     （現行どおり） 

 

附 則 

第 1 条（監査役の責任免除に関する経過措

置） 

当会社は、会社法第４２６条第１項の

規定により、第５８回定時株主総会にお

いて決議された定款一部変更の効力が生

ずる前の任務を怠ったことによる監査役

（監査役であった者を含む。）の損害賠償

責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる。 

 


